
案第 ３　８ｇ　 Ｓｌｊ紙説明資

ひたちなか市国Ｒ健康保険税条例の一部改：ｉ：Ｅについて

（１ ）賦課方ｉｔａび税率等の改ｉＥについて

く改 ：ｉＥ条項　第２ 条第 ２ＪＩか ら第 ７条ン（新｜日対照表　 ６～ ８ページ）

【税率等改：ｉＥ前】

①・得割のＲ率 ②均等きｌ兼

（１ 人あたり 年額）

③平等Ｍｇ

（１ 世帯あた り年額）

基礎課税額 ７． ２８％ １８ ，０ ００ Ｐヨ ２　０， ５０ ０Ｆ９

後期高齢者支援金等課税額 １． ３４％ ５， ００ ０Ｒ ４， ５０ ０円

介護納イ才金課税額 １． １６％ １０ ，０ ００円 －

【税率等改にＥ後】

①所４きｌｊの税率 ②ｊＳＪ等ｌリｇ （１ 人あたり 年額）

基礎課税額 ６． ８８％ ぶ３　８， ４０ ０円

後期高齢者支援金等課税額 ２． ３２％ １２ ，８ ００円

介護納暁金課税額 １． ７０％ １２ ，０ ００円

（２ ）Ｆｇｉ得状Ｒな どに よる ７割 ・５ 割・ ２割 ＩＳＩ等割軽減額につ いて

く改 ：ｉＥ条項　 第１ ９条第Ｉ ＪＩン（新｜日対照表　 １０ ～１ ３ページ）

これまで も所得状況に応じ て， 均等割額のう ち７ 割・ ５割 ・２ 割の額を減額 してお

りま した。（ １） の均等割額改ｍに より ，減額する額が改モと なり ます。

【税率等改：ｉＥ後】

基礎課税額 後期高齢者支援金等課税額 介護納付金課税額

７割軽減額 ２　６， ８８ ０円 ８， ９６ ０円 ８， ４０ ０円

５割軽減額 １９ ，２ ００ Ｆ９ ６， ４０ ０Ｆ９ ６， ００ ０「９

２割軽減額 ７， ６８ ０円 ２， ５６ ０円 ２， ４０ ０円

【参考】 軽減イメ ージ回（基礎課税額の場合）

軽減無し

７割軽減

５割軽減

２割軽減 ７， ６８ ０円 を軽減 ３０ ，７ ２０円

１９ ，２ ００ Ｆ］ヨを軽減 １９ ，２ ００円

２　６， ８８ ０円 を軽減 １１ ，５ ２０円

ｘ３　８， ４０ ０Ｆ９（ ｔタＪ等割額）



（３ ）未就学ＲのｊＳＩ等割額の軽減について

く改：ｉＥ条ＪＩ　第１ ９条第２ ＪＩン（新｜日対照表　 １３ ページ）

地力役まの改ｉＥに伴い， 未就学兄に係る均等割額の減額措置の制度が規定されまし

た。 この こと から 市の 国保税条例においても ，未就学究に係る被保険者均等割額を５

割軽減する規定を追加 しま す。 なお，（ ２） に該售する世帯は，減額後の額が５ 割軽減

とな りま す。 例え ば， ７割軽減世帯は， 残り の３ 割が ５割軽減 とな り， ８． ５割軽減と

なり ます （軽減イ メージ遶参照）。

【参考】 軽減イメ ージ回

均等割額

（４ ）税率改：ｉＥに より 影響を受ける世帯の負担緩和のための減免について

く改：ｉＥ条ＪＩ　付則第１ ６ＪＩン （新 ｜日対照表　 ２０ ページ）

税率改止によ る被保険者の負担軽減のた め， 令加 ４年度の国ＲＳ康保険税について

の減免の特例の規定を設けます。

①小や生から高校生ｔ！！ｔｔな下の均等割を減ｊｌ

子育て支援策 として， 小学生から高校生ｔイ弋莎下のがＥＪ・割を減免 します。

②被保「まき数が１いｉ：帯のｔタ」４き｜』を減ｔ

３人け上のｔ帯における３人目八降の均等割を減免します。

２

フ割軽減

８。 ５割軽減

５割軽減

７。 ５割軽減

２割軽減
－

６割軽減
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閉会中の継続調査申出書（案）  

 

 

 本委員会は，所管事務のうち次の事件について，閉会中の継続調査を要するものと決定したの

で，会議規則第１１１条の規定により申し出ます。 

 

記 

 

１ 件 名 

（１）福祉行政について 

（２）教育行政について 

 


